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陸自の宇宙に係る取り組みの方向性

趣 旨
超長期的な将来(2080年頃※)までの宇宙利用、宇宙安全保障の展望を踏まえて、陸自の宇宙に係

る取り組みの長期的な方向性を明らかにするもの。
※地球の人口動態や宇宙開発計画等から見通し得る最も長期の期間として、2080年頃までを研究の対象期間に設定
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１ 宇宙利用の状況の展望
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全 般

〇 現在は、将来的に実現し得る宇宙進出の本格化と対比した場合、利用形態は人工衛星等限定的 (宇宙利用の端緒)
〇 2060年頃には宇宙発送電等の宇宙ｲﾝﾌﾗへの依存深化に伴い、宇宙の価値も相対的に高まる。（宇宙利用の一般化）
〇 2080年頃には月への定住等に伴い宇宙人口が急増し、宇宙の価値も地球と同等以上に高まる。(宇宙進出の本格化)
⇒ 防衛省・自衛隊は、宇宙進出の本格化に伴う宇宙の価値の高まりや宇宙安全保障状況の変化にも適切な対応が必要

※出典：国連「世界人口推計2022年版」(2022年11月)、日本航空宇宙学会「宇宙ビジョン2050」(2020年4月）、SpaceX「MARS&BEYOND」(https://www.spacex.com/human-spaceflight/mars/)等を参考に作成
2023 2030 2040 2050 2060 2070 2080

地球総人口 宇宙利用人口

105億人

〇 日米欧は国際宇宙STA、中ロ印等は独自の
宇宙STAを運営。各国からの長短期滞在者や
ごく少数の宇宙旅行者を受け入れ。
〇 滞在者 長期10人 (日本人 数人程度)

短期10人/年 (日本人 数人程度)

〇 ｱﾙﾃﾐｽ計画等に基づき月軌道上に地球-月間
の移動・輸送拠点となる宇宙STAを建設。月面
基地を建設し、長期探査を実施
〇 滞在者 数人 (日本人 若干名)

宇宙利用の端緒

月軌道ｽﾃｰｼｮﾝ、月基地等

国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ等

火星有人探査船

月基地(大規模)

低軌道ｽﾃｰｼｮﾝ等

火星基地等

月都市

宇宙ｴﾚﾍﾞｰﾀ等

深宇宙
(月以遠-火星)
(高度約38万km～)

ｼｽﾙﾅ空間
(月面-月軌道)
(～高度約38万km)

地球周辺軌道
(低軌道-静止軌道)
(～高度約3.6万km)

地 球
(陸海空領域)

活動領域

宇宙滞在・居住人口

80億人

90億人

宇宙利用の一般化
宇宙進出の本格化

各時代の宇宙利用形態
・宇宙人口

100億人

趣 旨 2080年までの宇宙活動領域の拡大、利用形態の多様化、宇宙人口の急増に係る展望を説明するもの。

宇宙利用の形態
： 人工衛星、(一部)宇宙STA、月探査 等
⇒ 宇宙は地球上での利便性を支える
ｲﾝﾌﾗの一部であり価値は相対的に低

参考資料1-1 参照

宇宙利用の形態
： 人工衛星、月の資源採取、宇宙発送電、
宇宙旅行、(一部)火星探査 等
⇒ 人類の宇宙ｲﾝﾌﾗへの依存が深化し、

またｼｽﾙﾅ空間が生活圏化し、宇宙の価値
が相対的に高まる。 3000人

100人
年代

宇宙利用の形態
： 人工衛星、月の資源採取、宇宙発送電、宇宙旅行、
火星基地、月への定住、火星以遠の探査

⇒ 人類の宇宙ｲﾝﾌﾗへの依存は常態化
また、ｼｽﾙﾅ、深宇宙が人類の生活圏化
宇宙の価値は地球同等以上に増大

〇 月軌道STA等を足掛かりとして火星有人探
査を実施
〇 滞在者 10人程度 (日本人 若干名)

〇 月面・地下等に大規模な基地を建設し、探
査・資源採掘等を実施。一部資源の自給自足化
を実現
〇 滞在者 100人程度 (日本人 10名程度)

〇 地球周辺軌道に国際宇宙STAよりも大規模
な官民共同運営の宇宙STAを建設・運営。比較
的多数の宇宙旅行者を受け入れ。
〇 滞在者 長期 300人程度 (日本人 数十名)

短期1000人程度 (日本人 百名)

〇 火星に大規模な基地・都市を建設。火星
開発の他、深宇宙探査を実施。同時期までに
SpaceXは数十万人の火星移民を計画
〇 滞在者 1000人程度 (日本人 数十人)

〇 月地下に大規模都市を建設。探査・資源
開発、完全自給自足の定住社会を構築。月面
での核融合発電を地球に送電
〇 滞在者 1万人以上 (日本人 数百人程度)

〇 地球の赤道周辺の地上港と静止軌道上
の宇宙STAをつなぐｴﾚﾍﾞｰﾀを建設し、極め
て安価な宇宙輸送を実現
〇 滞在者 長期1万人以上 (日本人 数百人)

短期10万人/年(日本人 千人)
宇宙太陽光発電
〇 地球周辺軌道に太陽光発電所を建設。電力
を地球に対して無線・ﾚｰｻﾞ送信

人工衛星ﾒｶﾞｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ
〇 地球周辺軌道に通信・測位・情報等の衛星ﾒ
ｶﾞｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝが多数打ち上げされ、従来ｲﾝﾌﾗ整
備が貧弱/不十分な地域のｲﾝﾌﾗの一部を構成



２ 宇宙安全保障の状況の展望
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〇 人工衛星等による一時的利用が主(宇宙は利用領域)
〇 地球周辺軌道の利用が主。月周辺(ｼｽﾙﾅ)空間は未活用

⇒ 宇宙安保の地域上の焦点は「地球周辺軌道」、内容上は
「地球における宇宙利用の優越(Space Control from the Earth)」

〇 宇宙は地球上の軍事作戦にとって死活的に重要な「軍事
力の基盤」となるため、優位性を巡り「戦闘領域」化

〇 月面基地等による宇宙での持続的活動が徐々に増加(活動領域化)
〇 人類の生活圏は月面等ｼｽﾙﾅ空間まで徐々に拡大しﾌﾛﾝﾃｨｱは火星到達

⇒ 宇宙安保の焦点は、地域上「ｼｽﾙﾅ空間」、内容上は「宇宙空間におけ
る宇宙利用の優越(Space Control in Space)」「天体における宇宙利
用の優越(Space Control on Moon(& Mars))」に徐々に集約

〇 既に戦闘領域化した宇宙は更に「作戦空間」「重要防護対象」となる。

(約3.6万km)

地 球

月
火星

地球周辺軌道
(高度100㎞～約3.6万㎞)

ｼｽﾙﾅ空間
(約3.6万～約38万km)

(約500km)

地球周辺軌道
(高度100㎞～約3.6万㎞)

深宇宙
(約38万km～)

(約1500km)

月面派遣陸軍

未活用

2023年現在：軍事力の基盤としての宇宙における安全保障 2080年頃：作戦空間・重要防護対象としての宇宙における安全保障

ｼｽﾙﾅ空間
(約3.6万～約38万km)

小惑星

ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘ

宇宙空間における宇宙利用の優越
Space Control
in Space

天体における宇宙利用の優越
Space Control
on Moon (＆ Mars)

趣 旨 2023年現在と対比した上で、2080年頃までの宇宙における安全保障の状況の展望を説明するもの。

活 用活 用

地球における宇宙利用の優越
Space Control
from the Earth

地球における宇宙利用の優越
Space Control
from the Earth

月都市

〇 人工衛星等を介した利用が主
〇 宇宙利用で指揮・統制、通信、情報等の
作戦・戦闘機能が圧倒的に強化

〇 宇宙ｼｽﾃﾑは「軍事力の基盤」となり、地
球上の作戦に付随して宇宙ｼｽﾃﾑ利用の
優越を巡る攻防が生起し、宇宙は「戦闘
領域」化

〇 人類の宇宙進出が増加し宇宙は活動領域化
〇 地球上での宇宙利用以外に、宇宙所在の国民の
生命・財産保護、ｼｽﾙﾅ・火星等天体の拠点防衛・攻
略、惑星探査船の警護等の軍事作戦が必要になる。

〇 宇宙は「軍事力の基盤」以外に作戦空間、重要防
護対象となる。

宇宙特殊部隊

月面空挺強襲部隊

一部活用



３ 軍事と宇宙の関係の方向性
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総 括

人類の活動領域の拡大に伴い、地球・周辺軌道では測位・通信機能等の提供により宇宙は軍事力の基盤
となり、資源採掘地や橋頭堡としての価値が増大するｼｽﾙﾅ空間・深宇宙は重要防護対象、作戦空間となる。
⇒ 全般として宇宙は「戦闘領域」となり、軍事力は、これら変化に応じて宇宙を作戦空間とした新たな任

務・課題への対応が必要となる。また、宇宙の特質（天体地形・宇宙天気）の把握・活用も作戦上必要

① 陸海空作戦のｲﾝﾌﾗとしての宇宙(「軍事力の基盤」)
② 経済社会活動のｲﾝﾌﾗとしての宇宙（「重要防護対象」）

地球～地球周辺軌道

人類のﾌﾛﾝﾃｨｱ
(極地・危険地域)

趣 旨 2080年頃までの宇宙利用の状況を踏まえ、活動領域ごとの軍事と宇宙の関係を個別に説明するもの。

ﾌﾛﾝﾃｨｱとしての宇宙(「重要防護対象？」)

深宇宙(火星)

深宇宙
(月以遠-火星)
(高度約38万km～)

ｼｽﾙﾅ空間
(月面-月軌道)
(～高度約38万km)

地球周辺軌道
(低軌道-静止軌道)
(～高度約3.6万km)

地球
(陸海空領域)

軍事力の基盤
(測位・通信・情報機能の提供)

宇宙ｴﾚﾍﾞｰﾀ

月基地、月都市
資源採掘基地

宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

月軌道ｽﾃｰｼｮﾝ

商業宇宙旅行

観測監視衛星

宇宙太陽光発電

測位衛星
通信衛星

衛星ｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ
宇宙輸送機

有人火星探査船

現在は片方向の
探査・冒険の地

⇒徐々に生活圏化

深宇宙の「ﾌﾛﾝﾃｨｱ」化

火星基地

参考資料3-1～3-4 参照

作戦空間
(制高点、橋頭堡

宇宙新大陸・領土？)

重要防護対象
(宇宙基地・都市、資源採掘所、

宇宙発送電施設 等)

ｸﾚｰﾀｰ

ﾚｺﾞﾘｽ 太陽風・ﾌﾚｱ・ｺﾛﾅﾎｰﾙ等

天体地形・宇宙天気

宇宙における国民保護、施設
防護、敵の殺傷破壊、緊要地形
の特定・活用等の任務が必要

① 経済活動・居住地としての宇宙(「重要防護対象」)
② 軍事宇宙活動の地域としての宇宙（「作戦空間」）

ｼｽﾙﾅ空間

活動領域

基盤の活用、防護・復旧、
破壊・妨害等の任務が必要

ヒト・モノ・情報の双方向往来の活発化

ｼｽﾙﾅ空間までの「生活圏」化⇒

(※NICT資料引用)



軌道・空間 関係性 宇宙に係る新たな任務・課題 防衛省・自衛隊としての処置・対策(案) 陸自に係る論点

地 球
～周辺軌道

(地球～高度
約3.6万km)

軍事力の
基盤

① 宇宙利用による作戦能力
の向上

① 宇宙利用による陸上作戦・戦闘機能の向上
① 陸自として強化すべき宇宙由来の陸上作戦・戦闘
機能は何か、またその優先順位は。

② 宇宙能力の防護・復旧
②-1 ＳＤＡ(宇宙領域把握)能力の向上
②-2 宇宙防衛及び再構築能力の保持

②-1 ＳＤＡ能力の一部を陸自は担任すべきか、する
とすればどのような能力か。
②-2 防衛・再構築能力を陸自は担任すべきか、する
とすればどのような能力か。

③ 敵の宇宙能力の破壊・妨害 ③ 対宇宙能力の保持(ｷﾈ・ﾉﾝｷﾈ/地対宙)
③ 対宇宙能力を陸自は保持すべきか。するとすれば
どのような能力か。またｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝの対応策はあるか

④ 宇宙能力の代替・補完
④-1 宇宙代替・補完能力の保持
④-2 非宇宙由来型の基盤的機能の向上

④-1 宇宙代替・補完能力を陸自は保持すべきか。す
るとすればどのような能力か。
④-2 陸自の非宇宙由来型の基盤的機能を向上させ
るべきか。するとすればどの能力をどのように向上
させるか。

ｼｽﾙﾅ空間
～深宇宙

(～高度
約38万km)

重要
防護対象

⑤ 宇宙における国民保護、施
設防護等

⑤ 多様な宇宙任務への対応能力の保持(宇宙災
害対処、宇宙非戦闘員退避活動(ＮＥＯ)、宇宙警護、
宇宙治安維持等)

⑤ 宇宙で活動する国民から必要とされる任務は何
か。また陸自がその任務に対応する必要はあるか。あ
るとすればどのような能力が必要か。

⑥ 宇宙における敵の殺傷・
破壊

⑥ 対宇宙能力の保持(ｷﾈ・ﾉﾝｷﾈ/宙対宙)
⑥ ③に同じ。追加として月対月、月対宙、宙対月の
対宇宙能力はどのような能力か。陸自はその能力を
保持すべきか。

作戦地域
⑦ 宇宙における緊要地形の
特定・活用

⑦-1 宇宙要域地誌の整備
⑦-2 宇宙緊要地形に適した作戦・戦術・装備の
整備

⑦-1 宇宙における軍事的な要域・緊要地形は何か。
またそのために陸自として対応する必要はあるか。
あるとすればどのような対応が必要か。
⑦-2 宇宙緊要地形に適した作戦・戦術はどのよう
なものか。またそこで用いる装備としてどのようなも
のが必要か。

４ 宇宙に係る新たな任務・課題
4

趣 旨
2080年頃までの軍事と宇宙の関係の推移に基づく新たな任務・課題に関して、防衛省・自衛隊と

しての処置・対策(案)、陸自に係る論点を整理したもの。

総 括
〇 人類の活動領域となる宇宙の軌道・空間ごとに、新たな任務・課題への対応が必要になる可能性大
〇 それぞれの任務・課題に対する防衛省・自衛隊としての処置・対策(案) について先行的に検討が必要

⇒ この際、本研究では特に陸自に係る論点の検討を通じて、今後の取り組みの方向性を案出

参考資料4-1～4-3 参照

軍事力
の基盤

重要
防護対象

作戦空間
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趣 旨 我が国の宇宙安保関連諸施策を踏まえた陸自の宇宙に係る取り組みをイメージで図示したもの。

総 括
超長期・政府横断的な視点から将来的な国益を見据えて陸自の宇宙に係る取り組みの先行的推進が必要

⇒ 将来的には「宇宙陸自(Space JGSDF)」の役割も期待される可能性

「軍事力の基盤」の観点からの取り組み

「重要防護対象」の観点からの取り組み 「作戦空間」の観点からの取り組み

①宇宙利用による作戦能力の向上 ②宇宙能力の防護・復旧 ③敵の宇宙能力の破壊・妨害 ④宇宙能力の代替・補完

⑤宇宙における国民保護、施設防護 ⑥宇宙における敵の殺傷・破壊 ⑦宇宙における緊要地形の特定・活用

Space-Ready JGSDFへの変革

JGSDF SpOCの構築・運営

陸海空通信の衛星通信ﾈｯﾄﾜｰｸによる連接

衛星測位・通信機能搭載装備品の整備

独自のSDA設備の保有
(光学・電波望遠鏡/対宇宙ﾚｰﾀﾞ)

宇宙関連重要施設の防護

対宇宙ﾉﾝｷﾈﾃｨｯｸ妨害能力の保有
(ｻｲﾊﾞｰ、電磁波、ﾚｰｻﾞｰ)

≒ 敵ｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ妨害能力

敵宇宙ｼｽﾃﾑに対する対地攻撃能力の保有
(長距離精密誘導弾、UAV等)

非宇宙由来の
測位・通信・情報機能の保有
(高高度UAV・飛行船・気球、

狭域ﾈｯﾄﾜｰｸ、量子ｼﾞｬｲﾛ 等)

月面等での国民保護、施設防護、武力行使 宇宙・月面等地誌の継続的整備

宇宙関連の国際法秩序の形成主導

宇宙地形・宇宙天気への対応装備の開発

UAV・UGV PGM・誘導砲弾 COP・BFT GF・SF ｻｲﾊﾞｰ

CM・BM

UAV

ｻｲﾊﾞｰ

ﾚｰｻﾞ
電磁波

CM・BM

敵衛星管制
地上局

高高度UAV

狭域ﾈｯﾄﾜｰｸ

量子ｼﾞｬｲﾛ

月面地形図
(※ 国土地理院地図)

地上発射型
対宇宙・月ﾐｻｲﾙ

宇宙対人ﾚｰｻﾞｰ↑ 月面都市の防護
(※日本航空宇宙学会資料引用)

５ 陸上自衛隊の宇宙に係る取り組みの長期的方向性(総 括)

宇宙の兵站利用
(ｴﾈﾙｷﾞｰ)

宇宙太陽光発電
(ﾏｲｸﾛ波・ﾚｰｻﾞｰ送電)

SDA衛星(空自) 敵衛星

光学/電波
望遠鏡
(民間・陸空自)

警護部隊(陸自)

宇宙ｴﾚﾍﾞｰﾀの防護 →
(上から静止軌道STA、地上港)

(※大林組資料引用)

ﾚｺﾞﾘｽ対応戦闘服
(※NASA資料引用)

宇宙ﾃﾞﾌﾞﾘ除去
(※ｱｽﾄﾛｽｹｰﾙ資料引用)

通信衛星ｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ

測位衛星

情報ISR衛星 対宇宙ﾚｰﾀﾞ(空自)

ﾛｹｯﾄ射場
(民間・陸自)

ｷﾈ/ﾉﾝｷﾈ対宇宙能力の保有

月面用
重装甲戦闘服
©Kow Yokoyama

(※HASEGAWA
資料引用)

宇宙天気
(※ NICT資料引用)



関係性 任務・課題 防衛省・自衛隊としての処置・対策(案) 陸自としての対応の方向性(案)

軍事力の基盤
(測位・通信・情報
機能の提供)

① 宇宙利用による作
戦能力の向上

① 宇宙利用による陸上作戦・戦闘機能
の向上

〇 宇宙由来の情報・通信・測位等作戦機能を強化

② 宇宙能力の防護・
復旧

②-1 宇宙領域把握(SDA)能力の向上 〇 地上配備型SDA能力保有 ⇒ 官民、海空自との連携

②-2 宇宙防衛及び再構築能力の保有 〇 地上施設の警護能力を保有(衛星地上局、打上場等)

③ 敵の宇宙能力の
破壊・妨害

③ 対宙能力の保持(ｷﾈ・ﾉﾝｷﾈ/地対宙)
〇 地上配備型ﾉﾝｷﾈﾃｨｯｸ破壊・妨害手段を保有(電磁波、

ﾚｰｻﾞｰ、ｻｲﾊﾞｰ等) ⇒ 敵ｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ妨害能力

④ 宇宙能力の代替・
補完

④-1 宇宙代替・補完能力の保有 〇 宇宙由来の情報・通信・測位の代替・補完能力を保有

④-2 非宇宙由来型の能力の向上 〇 非宇宙由来型の情報・通信・測位等能力を向上

重要防護対象
(宇宙基地・都市、
資源採掘所、宇宙
発送電施設等の防
護)

⑤ 宇宙における国民
保護、施設防護

⑤ 多様な宇宙任務への対応能力の保持
(NEO、災害対処、国民保護、警護出動、
防衛行動等)

〇 宇宙における各種任務への対応能力を保有
（宇宙国民保護部隊、宇宙ｴﾚﾍﾞｰﾀ防護隊等の編成）

⑥ 宇宙における敵の
殺傷・破壊

⑥ 対宇宙能力の保有
(ｷﾈ・ﾉﾝｷﾈ/月対月、宙対宙)

〇 地上/宇宙対宇宙兵器・装備を保有
(地対宇宙・月面ﾐｻｲﾙ、宇宙対人兵器、宇宙装甲戦闘服 等)

作戦空間
(制高点、橋頭堡
宇宙新大陸・領土)

⑦ 宇宙における緊要
地形の特定・活用

⑦-1 宇宙空間及び天体表面での緊要地
形の識別・獲得・利用能力を保有

〇 宇宙地誌の整備(月・火星地形図、宇宙天気予報 等)

⑦-2 宇宙緊要地形に適した作戦・戦術・
装備の整備

〇 宇宙地形・宇宙天気に対応した装備の開発
(月面装甲戦闘車、宇宙ﾃﾞﾌﾞﾘ除去・障害処理機材 等)

⇒ 民間企業との連携が必要(ﾄﾖﾀ自動車、ｱｽﾄﾛｽｹｰﾙ等)
〇 我が国に有利な宇宙国際法秩序の形成主導

５ 陸自の宇宙に係る取り組みの長期的方向性
6

趣 旨 陸自の宇宙に係る取り組み毎の長期的対応の方向性について整理したもの。

総 括

〇 軍事力の基盤の観点からは宇宙由来の情報等機能の強化、独自のSDA能力の保有、敵ｺﾝｽﾃ妨害能力の保有が必要
〇 重要防護対象の観点からは各種宇宙任務への対応能力の保有、地上対宇宙・宇宙対宇宙兵器・装備の保有が必要
〇 作戦空間の観点からは宇宙地誌の整備、宇宙地形・天気対応装備の開発、宇宙国際法秩序の形成主導が必要
⇒ 陸自は、我が国の他の宇宙安保政策との節調や官民間の連携を図りつつ、宇宙に係る各施策に先行的に取り組む必要

参考資料5-1～5-2 参照


